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名古屋市と一般社団法人愛知電業協会及び一般社団法人名古屋電気工事業経営協会（以下「各団体」という。）は、「災害時における応急対策業務に関する協定（以下「協定」という。）」を締結し、避難所施設に被害が発生した場合に、その機能を速やかに回復するため、損壊箇所の早期復旧を行うために協力しあう体制を確立しました。
その後、市と各団体の災害発生時の役割や具体的な活動内容について、それぞれの実情を考慮した形で、より有効に機能させるための検討を行う必要が求められ、「災害時における応急対策業務に関する協定細目（以下「細目」という。）」が締結されましたが、これらの内容をよりわかりやすくするために、今回「手引書」という形でまとめることになりました。
地震発生時に迅速かつ適切に対応できるよう準備することが、災害による被害の拡大を防ぎ、早期の復旧に繋がると考えます。年に１回の市と各団体との合同訓練を実施する等、実際の活動に対する備えを実施していますが、この手引書を使った研修を実施する等、有効に活用していきたいと思います。また、今後も状況の変化に応じて、その時々に最適なものとなるよう見直しをしていきますので、ご協力をお願いします。

また災害発生時に行う活動につきましては、「人命の安全確保が最優先」です。業務の遂行につきましては、各自で十分に安全確認を行う必要があることを申し添えます。

　災害が発生し、または発生の恐れがあり、迅速な災害応急対策の実施のために各団体の協力が必要となる場合、名古屋市からの要請に基づいて各団体の出動者が現場に駆けつけ、直ちに安全点検や応急措置を行います。


　(1)対象建築物　　名古屋市の防災拠点施設のうち避難所となる市設建築物※
　(2)業務内容　　　①建物の安全点検

　 　　　　　　　　②安全対策（危険箇所の是正）

　 　　　　　　　　③施設機能の確保（電力・通信などの応急措置）

　　※小学校、中学校、生涯学習ｾﾝﾀｰ、ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ、高等学校、養護学校、ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ、地区会館・保育園・幼稚園等
　さらに、被害が予想される震度６弱以上の場合は、名古屋市からの要請がなくてもあらかじめ指定している避難所施設（小・中学校）に出動することになっています。

災害時における応急対策業務への体制は、以下のようになっています。









また、各協会員の行動フローは、次頁のとおりです。
【地震発生時の協会員の行動フロー】


























　避難所救護チームが組織された後、使用可能な通信手段を把握するため、市は各団体への連絡を行うのに先立ち、Ｅメールで避難所救護チームが組織された旨の連絡を送ることとします。その後、下記の方法にて連絡することとしますが、使用不能な状況も予測されるため、一つの方法に固執せず、状況に応じて臨機応変に対応するようにしてください。

（１）市から各団体の代表者へ協力要請の連絡

次の順で、使用可能な通信手段により要請の連絡をします。

① 固定電話（職場電話）　② 携帯電話　③ Ｅメール（パソコン）

（２）市から各団体へ派遣を必要とする施設への参集日時および場所等の連絡

・ Ｅメール（パソコン）

（３）緊急時、市と各団体の代表者との連絡

・ 固定電話（職場電話）もしくは、携帯電話
	組織名
（代表者）
	職場電話番号
	FAX番号
	携帯電話番号

	
	メールアドレス

	名古屋市災害対策本部住宅都市部営繕班

	
	住宅都市局設備課
サブリーダー（主幹(特定設備）)
	052-972-2995
	052-972-4174
	(別紙記載)

	
	
	a2995@jutakutoshi.city.nagoya.lg.jp

	
	住宅都市局設備課
電気第二係（担当）
	052-972-299
	052-972-4174
	(別紙記載)

	
	
	a2999@jutakutoshi.city.nagoya.lg.jp

	協会事務局

	
	一般社団法人

愛知電業協会
	052-242-1751
	052-261-6829
	(別紙記載)

	
	
	info@aichi-denkyo.or.jp

	
	一般社団法人

名古屋市電気工事業経営協会
	052-331-7770
	
	(別紙記載)

	
	
	


※災害時には情報の錯綜を減らすため、各協会員から市の担当者への直接の問合せ・確認は極力避けることとします。協会員は、各団体の代表者へ情報を集約・整理・報告し、必要がある場合のみ各団体の代表者から市のサブリーダー、担当者へ連絡を行うようにします。

※緊急を要する場合は例外とし、その状況における最善の方法にて必要な相手と連絡を取り合い、業務を遂行することとします。

　　次の場合に、各団体協会員は出動することになります。

①名古屋市からの要請に基づいて、各団体事務局から要請の依頼があった場合

②名古屋市域内において震度６弱以上の地震が発生した場合（自動出動）
いずれの場合にあっても、自分と家族の身の安全を確保した後、所属する会社や事務局等に対し出動の可否等の連絡を行い、下記の携帯品を持って出動してください。

　　携帯品一覧（参考）　　　※服装は、作業着・安全靴等
　・ヘルメット
　・懐中電灯
　・カメラ

　・筆記用具
　・調査票（現場にも配備予定）
　・テスター
　・絶縁抵抗計
　　　・高圧検電器
　　　・その他（電工ナイフ、ドライバー等）

　　※夜間に地震が発生した場合は、協会員の安全確保のため、道路上の照度が有効に確保されているかを確認のうえ、出動してください。

　　※津波による浸水範囲として、港区及び中川区のほぼ全域、熱田区及び南区の西部、中村区の南西部、瑞穂区及び緑区の一部が予想されています。出動に際しては、津波に関する情報を収集のうえ、安全を確認のうえ出動してください。

　災害補償について
　　この協定に基づき応急対策業務に従事した者が、万一、業務従事中に負傷・疾病・死亡した場合は、名古屋市が補償します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　【協定　第12条（補償）】

　現場（避難所）に到着した各協会員は、施設管理者から施設の状況を聞き取りし、必要に応じて以下の対応を行います。その際には、避難者や避難所管理者の立場に立ち、「避難所機能の維持・回復のために何をすべきか」という視点での活動をお願いします。
※避難所の責任者による安全確認や応急危険度判定士による判定がされていない等、安全の確認ができていない建物の中に入っての調査・作業は絶対に行わないこと。

※避難所施設に関する図面（幹線経路等）は、体育館放送室等に保管する予定です。施設管理者に確認のうえ入手し、以下の活動に際し活用してください。

（１）初期対応（無償のもの）
	1 被害状況調査

	
	・避難所周辺の状況確認…周辺道路等における停電の有無、送配電線の状況
・敷地への引き込み部分の送配電線の状況確認

（送配電線の断線の有無、柱上開閉器の破損等、目視による確認）

・建物への引き込み部分の架空線、配管配線の状況確認及び停電の有無

・建物内分電盤の取付状況（損傷の有無、配線用遮断器の状態等）の確認

・建物内部の照明器具・コンセント等の状況確認

（器具の破損の有無、安全に使用できるかどうか等）

・キュービクルや防災・通信設備の状況確認

・現場の状況の写真撮影

・


	2 被害の拡大防止のための緊急対応（出動者により可能な対応）

	
	断線部分の養生、露出配管の支持破損等による危険部分の回避（断線部分の端末処理や配管支持固定等の簡易な作業）

・安全確保のための、配線用遮断器の「切」操作

・施設機能確保のための、安全確認後の配線用遮断器の「入」操作

・その他安全確保や施設機能確保のために必要な対応

・実施した緊急対応の写真撮影



（２）応急・復旧対応（有償のもの）
	1 施設の最低限の機能を確保するための応急修繕

	
	・破損した配管配線の修理または仮設配線の敷設による機能確保（緊急対応の部分を除く）
・実施した応急・復旧対応の写真撮影


	2 その他、施設管理者もしくは区本部からの派遣職員等からの指示により、工事費が発生する事項

	
	・実施した応急・復旧対応の写真撮影



（３）報告
　　　上記対応事項について、別途調査票に該当事項を記載し、避難所管理者等に報告をしてください。また、調査票の写し（携帯電話等による写真でも可）をとり、後日協会へ報告してください。

　　　なお、施設管理者から応急修繕の依頼があった場合は、可能な限り対応することとし、対応できない場合も別の協会員の派遣を協会事務局に依頼する等、協力をお願いします。
※提出していただいた調査票は、施設管理者等を通じて災害対策本部に集約され、当該施設の状況確認の資料とされるとともに、以後の地域の避難救助活動の資料として活用されることになります。


大規模災害発生時及び警戒宣言発令時において、都道府県公安委員会は、人員や救援物資の輸送等の応急対策を円滑に図るために、一般車両の通行を禁止または制限し、緊急通行路の確保を行います。このため、災害時の応急対策用車両については、緊急通行車両としての事前届出をする必要があり、本協定による出動に際し使用する車両についても、事前届出を行うこととします。

①本協定で事前届出ができるのは、担当する施設等を考慮し、名古屋市と協会とで協議したうえで選定した協会員のみとします。

②事前届出は車両を特定して行います。届出をする場合には、協会事務局を通じて名古屋市住宅都市局に申請書を提出します。提出できる時期は年１回とし、名古屋市住宅都市局から連絡します。

③名古屋市住宅都市局で取りまとめた申請書は、消防局を通じて愛知県公安委員会へ手続き申請を行い、事前届出済証が交付されます。

④交付された事前届出済証は各協会員にお渡ししますので、当該車両管理者が厳重に保管してください。また、車両の変更などをする場合には、あらためて申請する必要があります。その際には、以前交付を受けた届出済証が無いと申請できません。
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１　　目　的





２　　協　定　の　主　な　内　容





３　　災 害 時 に お け る 組 織 体 制





「避難所救護チーム（名古屋市災害対策本部住宅都市部営繕班）」





リーダー（営繕課長）








サブリーダー（主幹(教育施設、主幹(特定設備)）





班員（営繕部職員ほか）





実施体制等の報告（協定第11条）





協力要請（協定第２条）





「一般社団法人　愛知電業協会」


「一般社団法人　名古屋電気工事業経営協会」








業務の報告





業務の実施（協定第６条）





業務の報告（協定第８条）





業務の指示（協定第７条）





各協会員





「避難所（市設建築物）」の施設管理者※


※代表管理者（区政協力委員等）、区本部から派遣された職員、災害対策委員及び地域住民等を含む





地震発生





名古屋市内の被害状況および自分の参集施設周辺および参集経路の安全を確認する。


（津波・液状化・大規模な火事等の情報がある場合は、安全が確認されるまで参集しない。）





震度を確認（ﾃﾚﾋﾞ､ﾗｼﾞｵ､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等による）





※避難所（小・中学校）自動開設





震度５強以上





被害状況を確認（ﾃﾚﾋﾞ､ﾗｼﾞｵ､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等による）





震度６弱以上及び通信途絶





震度５強





安全の確認





安全





安全





準備





準備





名古屋市住宅都市局避難所救護ﾁｰﾑからの派遣要請





自動出動





要請による出動





途中要請





あらかじめ定められた避難所





事務局の指示による避難所（あらかじめ定められた避難所を含む）





被害状況調査





次の割り当て施設へ





機能異常





機能異常





①施設管理者から被害状況等の聞き取りを行う。


②応急危険度判定基準による建築物の診断状況の確認をする。


（外部調査で「危険」と判定されている場合または未判定の場合は、絶対に建築物内に入らない。）


③体育館の電気設備の使用の可否を確認する。


④安全が確認できている他の建物も、同様に確認する。


⑤設備が使えない場合は、原因が何であるか調査する。








有





無





有





被害拡大防止のための緊急対応





①可能な緊急対応を実施する。


②応急修繕が必要である場合には、緊急的に仮設で復旧した場合の概算工事費を算出する。（その場で概算が算出できなくとも会社に戻り、すぐに施設管理者へ報告できるように、概ねの数量等を現地で調査しておく。）





複数担当





調査票記入による報告





施設管理者に調査内容および状況について説明をする。


事務局に調査内容および状況について報告する。








完了





４　　緊 急 連 絡 先





５　　出 動 時 の 注 意





６　　現 場 で の 作 業 内 容 に つ い て





検討中





７　　緊 急 通 行 車 両 に つ い て
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